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1.　はじめに

一般財団法人橋梁調査会は，平成 16 年 4 月に
旧財団法人海洋架橋調査会と財団法人道路保全技
術センターの橋梁部門の業務を継承する形で財団
法人海洋架橋・橋梁調査会と改組され，さらに平
成 25 年 4 月 1 日より公益法人制度改革関連三法
に基づき一般財団法人に移行し，現在に至ってい
ます。本稿では，当調査会の事業のうち専門家集
団として実施している橋梁診断と，公益事業であ
る道路橋点検士制度について紹介します。

2.　橋梁診断

⑴　二巡目定期点検と診断
道路法に基づく定期点検は平成 26 年度から開

始され，平成 30 年度までに一巡しています。二
巡目の定期点検に入るにあたり，平成 31 年 2 月
に道路橋定期点検要領が，同 3 月に橋梁定期点検
要領が改定され，現在はそれにのっとり定期点検
が実施されています。

定期点検要領の改定では，橋梁の状態把握の方
法について近接目視と同等の診断ができると判断
した場合は，橋の部材等の一部について，その他

の方法で状態を把握し，対策区分の判定を行うこ
とができることが明確にされました。これにより
新技術の活用が進むようになり，橋梁の特性に応
じた適切な支援技術があれば有効な手段になると
考えられます。

しかし，通常の方法では近接目視ができない部
位などについては，周辺の状態等から状態を評価
することになり，高い洞察力や論理的な思考とい
った診断力が必要となります。高齢化橋梁が今後
増えていく中，診断の重要性はますます高まって
きています（写真－ 1）。

⑵　橋梁調査会の取り組み
当調査会は全国に 8 つの支部を配置し，国の橋

梁診断業務を平成 16 年度から履行しており，直
轄国道にかかる橋梁の現状に携わってきました。

写真－ 1　現地における診断に必要な状態把握
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その結果，全国の橋梁の損傷やその原因，損傷の
進行具合，補修と再劣化の発生など，数多くの損
傷事例に向き合ってきました。

このような中で培った診断のノウハウを，高齢
化が進む橋梁に対して予防保全の観点も踏まえた
維持管理（メンテナンスサイクル）に役立て，診
断の観点から貢献することを責務と捉え，当調査
会内に組織されている橋梁診断管理室を柱に的確
な診断を行っていくこととしています。
①　的確な診断を目指す「橋梁診断会議」の運営

診断はメンテナンスサイクルの根幹をなすもの
ですが，当調査会では，道路法に基づく定期点検
が開始される平成 26 年度に，的確な診断にあた
ることを目的として本部に橋梁診断管理室を設置
しました。

各支部で対策の判断が難しい損傷が確認された
場合，橋梁診断管理室員，橋梁診断員および実務
経験豊富な外部の専門技術者（基礎，地盤，鋼構
造物，コンクリート構造物，橋梁メンテナンス等）
で構成する橋梁診断会議を案件発生に応じ随時開
催しています。

会議では，幅広い知識，経験，視野に基づいた
議論を行い，安全性，耐久性への影響を明らかに
して，補修・補強等適切な措置を行うための方
針，留意点等を含む論理的でわかりやすい所見の
作成を目指しています。

会議は，基本的に本部で開催し，支部とは TV
会議システムで連携し，全ての診断員が参加可能
な環境で行っています（写真－ 2）。

②　橋梁診断員の資質向上
橋梁診断員は，橋梁に現れている変状について

原因推定，進行性，対応の緊急度など一つ一つプ
ロセスを踏み，それを道路管理者へ論理的に示せ
ることへの資質向上を目指しています。

また，橋梁診断会議で取り上げられる事例，助
言や技術情報については，「診断所見集・助言集」
として取りまとめるほか，得られた診断のポイン
トや教訓については「診断のポイントと教訓」と
して取りまとめ，これらを全橋梁診断員が共有
し，診断の考え方やプロセスについて周知を図
り，誤診のない的確な診断へ結びつけていくこと
にしています。

さらに，診断結果の最終的な判断を行う道路管
理者へわかりやすく診断内容を示す説得力も求め
られており，例えば「橋としての健全度の評価判
定に至った経緯」の記載事項としては，

1） 損傷部位・種類の概況や性状
2） 現状の本体安全性に関する見立て
3） 進行性
4） 必要な措置の観点

といったことを論理的に記録するよう努めていま
す。
③　点検支援技術の導入促進

当調査会は，1） 点検実務の省力化，2） 点検の
質の確保・向上，3） 点検コストの低減をニーズ
とした新技術の導入促進機関として，令和 2 年 4
月 27 日に開催された道路技術懇談会の審査を経
て，国土交通省道路局より選定されています。道
路施設の状態の把握に資する橋梁点検技術につい
て，橋梁診断のノウハウを生かしながら技術検証
を通して性能等を整理し，性能カタログを拡充さ
せてきました。令和 4 年度も引き続き，この取り
組みを実施しています。

3.　道路橋点検士制度

老朽化した橋梁の維持管理・更新や，少子高齢
化や働き方の多様化による技術者の減少に対応す写真－ 2　橋梁診断会議
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るには，担い手の育成と将来にわたる人員確保が
求められています。

これらに応えるため，当調査会は道路橋点検技
術者の育成と技術力向上を目的として，平成 26
年 4 月より「道路橋点検士」の資格を創設し，平
成 26 年度に国土交通省の民間登録資格に登録（令
和 2 年 2 月更新）されました。また，「道路橋点
検士補」を平成 27 年度に創設し，民間登録資格
に登録（令和 3 年 2 月更新）されました。いずれ
も資格が対象となる区分は，施設分野が「橋梁（鋼
橋及びコンクリート橋）」，業務が「点検」，およ
び知識・技術を求める者が「担当技術者」です。

なお，道路橋点検士および道路橋点検士補の登
録には，道路橋点検士技術研修会修了者であるこ
とが要件となっています。

⑴　道路橋点検士技術研修会
道路橋点検士技術研修会は平成 6 年に道路保全

センターが主催した橋梁点検技術研修会が始まり
となります。平成 16 年の海洋架橋・橋梁調査会
への引き継ぎを経て，平成 26 年に資格制度に合
わせ名称を道路橋点検技術研修会としました。

令和 3 年度末までに延べ 111 回開催しており，
座学講習および現地実習の受講，ならびに修了試
験に合格した約 15,000 人を修了者として認定し
ています（図－ 1）。

①　研修内容
研修は，3 日間のスケジュールで実施していま

す。
座学講習では，学識者からの橋梁維持管理に関

する基調講演より開始し，橋梁定期点検要領（平
成 31 年 3 月，国土交通省 道路局 国道・技術課）
の内容に則した橋梁点検技術（損傷評価基準，記
録様式記入方法など）に重心をおいた講義を行っ
ています。実橋における現地実習では，近接目視
を基本として状態の把握を行うことを実践したう
えで，記録様式へ記録する演習を行っています

（写真－ 3）。

②　試　験
研修の効果測定として，現地実習結果の整理，

橋梁構造の基本知識および研修内容に関する試験
を実施しています。

写真－ 3　現地実習の様子

図－ 1　道路橋点検士技術研修会の修了者数の推移
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現地実習結果の整理は，現地実習での状態把握
の結果を橋梁定期点検要領に基づき記録様式へ記
載するものです。また，橋梁構造の基本知識およ
び研修内容に関する試験は，橋梁点検に必要な知
識を広く問うようになっています。

⑵　道路橋点検士および道路橋点検士補
現在，道路橋点検士の登録者数は約 8,000 人，

道路橋点検士補の登録者数は約 1,200 人となって
います。前述のとおり，登録には道路橋点検士技
術研修会修了者が要件であるほかに，道路橋点検
士においては道路橋の定期点検・診断に関する実
務実績 1 年以上を課しています。

社会資本整備審議会 道路分科会第 16 回道路技
術小委員会（令和 4 年 3 月 22 日）において，直
轄管理橋梁での点検資格等の取得義務化が打ち出
され，令和 5 年度以降，直轄管理橋梁の点検・診
断業務については，担当技術者にも一定の資格等
の要件を定め，全ての橋梁において，資格の取得
または講習を受講した者が点検・診断を行うこと
となります。道路橋点検士および道路橋点検士補
は，その資格として位置づけられることから，登
録者については活躍の場が明らかになっていきま
す。

なお，道路橋点検士等に登録した方は 4 年ごと
に道路橋点検士更新講習会を受講し，資格を継続
する制度となっています。更新講習会は，道路橋

点検の技術の向上や点検結果の精度，信頼性を確
保するとともに最新の道路橋の維持管理政策や新
たな技術の習得を目的として実施しています。

4.　おわりに

道路施設の維持管理は，我が国の経済基盤の根
幹をなすものであり，適切かつ的確な判断の下で
実施されることが必要です。

道路橋は全国に 72 万橋と数多く存在している
ばかりでなく，その一つ一つが地域のつながりを
確保していることから，ひとたび橋に異常が生じ
た場合，その影響は甚大なものとなります。した
がって，橋の機能を適切に判断（診断）すること
が求められており，当調査会はその一翼を担うべ
く，職員の資質向上や成果の品質向上に努めるこ
とはもとより，公益的な役割を果たしていきたい
と思います。

その役割として，道路橋点検士等の資格制度運
営や新技術導入促進機関の取り組みがあげられま
す。また，DX 時代において将来の財産になるで
あろう全国道路施設点検データベース（道路橋）
の構築も維持管理を側面から支える大きな力にな
ると考えています。

今後も新たなニーズに対応するために，当調査
会としても研鑽を積んでまいる所存です。
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